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静岡県人事委員会規則13－118

会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則（静岡県人事委員会規則 13－99）の一部を次

のように改正する。

改正前 改正後

（育児又は介護を行う会計年度任用職員の深

夜勤務及び時間外勤務の制限）

第６条 （略）

２ 任命権者は、３歳に満たない子のある会計

年度任用職員が、一般職常勤職員の例によ

り、当該子を養育するために請求した場合に

は、当該請求をした会計年度任用職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく

困難である場合を除き、条例第９条第２項に

規定する勤務（災害その他避けることができ

ない事由に基づく臨時の勤務を除く。次項に

おいて同じ｡)をさせてはならない。

３ （略）

４ 前３項の規定は、要介護者（条例第９条の

３第４項に規定する要介護者をいう。以下同

じ｡)を介護する会計年度任用職員について準

用する。この場合において、第１項中「小学

校就学の始期に達するまでの子（地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

110号。以下「育休法」という｡)第２条第１項

に規定する子をいう。以下同じ｡)のある会計

年度任用職員（会計年度任用職員の配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。第10条第１項第18号を除

き、以下同じ｡)で当該子の親であるものが、

深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間

（育児又は介護を行う会計年度任用職員の深

夜勤務及び時間外勤務の制限）

第６条 （略）

２ 任命権者は、小学校就学の始期に達するま

での子のある会計年度任用職員が、一般職常

勤職員の例により、当該子を養育するために

請求した場合には、当該請求をした会計年度

任用職員の業務を処理するための措置を講ず

ることが著しく困難である場合を除き、条例

第９条第２項に規定する勤務（災害その他避

けることができない事由に基づく臨時の勤務

を除く。次項において同じ｡)をさせてはなら

ない。

３ （略）

４ 前３項の規定は、要介護者（条例第９条の

３第４項に規定する要介護者をいう。以下同

じ｡)を介護する会計年度任用職員について準

用する。この場合において、第１項中「小学

校就学の始期に達するまでの子（地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律第

110号。以下「育休法」という｡)第２条第１項

に規定する子をいう。以下同じ｡)のある会計

年度任用職員（会計年度任用職員の配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。第10条第１項第18号を除

き、以下同じ｡)で当該子の親であるものが、

深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間



をいう。以下この項において同じ｡)において

常態として当該子を養育することができるも

のとして職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する規則（静岡県人事委員会規則13－32。以

下「勤務時間規則」という｡)第７条の４で定

める者に該当する場合における当該会計年度

任用職員を除く｡)が、一般職常勤職員の例に

より、当該子を養育する」とあるのは「要介

護者のある会計年度任用職員が、一般職常勤

職員の例により、当該要介護者を介護する」

と、「深夜に」とあるのは「深夜（午後10時

から翌日の午前５時までの間をいう｡)に」

と、第２項中「３歳に満たない子のある会計

年度任用職員が、一般職常勤職員の例によ

り、当該子を養育する」とあるのは「要介護

者のある会計年度任用職員が、一般職常勤職

員の例により、当該要介護者を介護する」

と、「当該請求をした会計年度任用職員の業

務を処理するための措置を講ずることが著し

く困難である場合」とあるのは「公務の運営

に支障がある場合」と、前項中「小学校就学

の始期に達するまでの子のある会計年度任用

職員が、一般職常勤職員の例により、当該子

を養育する」とあるのは「要介護者のある会

計年度任用職員が、一般職常勤職員の例によ

り、当該要介護者を介護する」と読み替える

ものとする。

（特別休暇）

第10条 会計年度任用職員の特別休暇は、次の

各号に掲げる場合における休暇とし、その期

間は当該各号に定める期間とする。

(１)～(15) （略）

(16) 職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母

その他人事委員会で定める者が負傷又は疾

病のため看護（中学校就学の始期に達する

までの子については、疾病の予防を図るた

をいう。以下この項において同じ｡)において

常態として当該子を養育することができるも

のとして職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する規則（静岡県人事委員会規則13－32。以

下「勤務時間規則」という｡)第７条の４で定

める者に該当する場合における当該会計年度

任用職員を除く｡)が、一般職常勤職員の例に

より、当該子を養育する」とあるのは「要介

護者のある会計年度任用職員が、一般職常勤

職員の例により、当該要介護者を介護する」

と、「深夜に」とあるのは「深夜（午後10時

から翌日の午前５時までの間をいう｡)に」

と、第２項中「小学校就学の始期に達するま

での子のある会計年度任用職員が、一般職常

勤職員の例により、当該子を養育する」とあ

るのは「要介護者のある会計年度任用職員

が、一般職常勤職員の例により、当該要介護

者を介護する」と、「当該請求をした会計年

度任用職員の業務を処理するための措置を講

ずることが著しく困難である場合」とあるの

は「公務の運営に支障がある場合」と、前項

中「小学校就学の始期に達するまでの子のあ

る会計年度任用職員が、一般職常勤職員の例

により、当該子を養育する」とあるのは「要

介護者のある会計年度任用職員が、一般職常

勤職員の例により、当該要介護者を介護す

る」と読み替えるものとする。

（特別休暇）

第10条 会計年度任用職員の特別休暇は、次の

各号に掲げる場合における休暇とし、その期

間は当該各号に定める期間とする。

(１)～(15) （略）

(16) 看護等（次のいずれかに該当する場合に

限る。以下同じ｡)のため、職員が勤務しな

いことが相当であると認められる場合 一

の年において５日（中学校就学の始期に達



めに必要なものとして人事委員会が定める

世話を含む。以下同じ｡)を必要とする場合

で、当該職員が看護のため勤務しないこと

が相当であると認められるとき 一の会計

年度において５日（中学校就学の始期に達

するまでの子が２人以上の場合にあって

は、10日（５日は当該子の看護を必要とす

る場合に限る｡)）以内で必要と認める期間

(17)～(18) （略）

２～５ （略）

（特別休暇、介護休暇又は介護時間の承認の

決定等）

第15条 （略）

するまでの子が２人以上の場合にあって

は、10日（５日は当該子等の看護等の場合

に限る｡)）以内で必要と認める期間

ア 当該職員の配偶者、父母、子、配偶者

の父母その他人事委員会で定める者

が負傷又は疾病のため看護（中学校就学

の始期に達するまでの子については、疾

病の予防を図るために必要なものとして

人事委員会が定める世話を含む。以下同

じ｡)を必要とする場合

イ 子等が在籍する学校等が実施する行事

に出席する場合又は当該子等が在籍する

学校等の休業に伴う当該子等の世話を行

う場合

(17)～(18) （略）

２～５ （略）

（特別休暇、介護休暇又は介護時間の承認の

決定等）

第15条 （略）

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った

会計年度任用職員に対する意向確認等）

第15条の２ 配偶者等（条例第９条の３第４項

に規定する配偶者等をいう｡)が介護を必要と

する状況に至った会計年度任用職員に対する

介護両立支援制度等（条例第16条の２第１項

に規定する介護両立支援制度等をいう｡)の請

求又は申出に係る意向確認等については、一

般職常勤職員の例による。

２ 介護両立支援制度等の利用に係る請求等が

円滑に行われるようにするための勤務環境の

整備に関する措置については、一般職常勤職



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

附 則

この規則は、令和７年４月１日から施行する。

（会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇

等の特例）

第 16 条 （略）

員の例による。

（会計年度任用職員の勤務時間、休日、休暇

等の特例）

第 16 条 （略）


